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報告第１１号

専決処分の報告について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、別紙

（令和５年専決第１３号）のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により

報告する。

令和５年８月３１日

常陸大宮市長 鈴木 定幸
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専決第１３号

専決処分書

常陸大宮市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例を地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

１８０条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分する。

令和５年８月１０日

常陸大宮市長 鈴木 定幸

（専決処分を行う理由）

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平

成１８年法律第７７号）の一部が改正されたことに伴い、本条例を制定すること

について、市長の専決処分事項について（令和３年常陸大宮市議会議決）第１号

の規定により、専決処分するものです。
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常陸大宮市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例

常陸大宮市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例（平成２６年常陸大宮市条例第２３号）の一部を次のように改正

する。

第１５条第１項第２号中「同条第１１項」を「同条第１０項」に改める。

附 則

この条例は，令和５年９月１６日から施行する。
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報告第１２号

市が出資している法人の経営状況を説明する書類の提出について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項及び常陸大宮

市の出資法人への関わり方の基本的事項を定める条例（令和元年常陸大宮市条

例第２７号）第４条第２項の規定に基づき、市が出資している法人の経営状況

を説明する書類を別冊のとおり提出する。

令和５年８月３１日

常陸大宮市長 鈴木 定幸
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報告第１３号

令和４年度決算に基づく健全化判断比率について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３

条第１項の規定により、令和４年度決算に基づく健全化判断比率を、別紙監査

委員の意見を付けて報告する。

令和５年８月３１日

常陸大宮市長 鈴木 定幸
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令和４年度決算に基づく健全化判断比率報告書

（単位：％）

備考

１ 実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び実質公債費比率又は将来負

担比率が算定されない場合は、「－」を記載している。

２ 括弧内は、常陸大宮市に係る早期健全化基準を記載している。

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

― ― 8.8 24.2

( 12.87 ) ( 17.87 ) ( 25.0 ) ( 350.0 )

-8-



報告第１４号

令和４年度決算に基づく資金不足比率について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第

２２条第１項の規定により、令和４年度決算に基づく資金不足比率を、別紙監

査委員の意見を付けて報告する。

令和５年８月３１日

常陸大宮市長 鈴木 定幸
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令和４年度決算に基づく資金不足比率報告書

備考

資金不足比率がない（算定されない）場合は、「－」を記載している。

特別会計の名称 資金不足比率（％） 経営健全化基準（％）

上 水 道 事 業 会 計 ― 20.0

下 水 道 事 業 会 計 ― 20.0

戸別浄化槽整備事業特別会計 ― 20.0
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報告第１５号

継続費精算報告書について

継続費に係る継続年度が終了したので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第

１６号）第１４５条第２項の規定により、別紙のとおり報告する。

令和５年８月３１日

常陸大宮市長 鈴木 定幸
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様式第14号

国 県
支 出 金

地 方 債そ の 他
国 県
支 出 金

地 方 債そ の 他
国 県
支 出 金

地 方 債そ の 他

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

2.総務費 1.総務管
理費

令和
２
年度

50,000,000 0 0 0 50,000,000 0 0 0 0 0 50,000,000 0 0 50,000,000

令和
３
年度

50,000,000 0 0 0 50,000,000 72,040,000 0 0 0 72,040,000 △ 22,040,000 0 0 △ 22,040,000

令和
４
年度

42,880,000 0 0 0 42,880,000 69,893,001 0 0 0 69,893,001 △ 27,013,001 0 0 △ 27,013,001

計 142,880,000 0 0 142,880,000 141,933,001 0 0 141,933,001 946,999 0 0 946,999

令和４年度常陸大宮市一般会計継続費精算報告書

全 体 計 画 実 績 比 較

左 の 財 源 内 訳 左 の 財 源 内 訳 左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 特 定 財 源 特 定 財 源款 項 事業名 年度
年割額 支出済額

年割額と支
出済額の差一般財源 一般財源 一般財源

本庁舎空調
設備改修事
業
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報告第１６号

債権の放棄について

常陸大宮市債権管理条例（令和４年常陸大宮市条例第１９号）第１５条第１項

の規定により、次のとおり非強制徴収債権を放棄したので、同条第２項の規定に

より報告する。

令和５年８月３１日

常陸大宮市長 鈴木 定幸

債権の名称 件数 金額

放棄した事由

(債権管理条例第 15条

第 1項の該当規定)

債権放棄日

市営住宅使用料 1件 6,622 円 第 7号（所在不明等） 令和 5年 3月 31 日

住宅新築資金等

貸付金
1件 635,811 円 第 1号（生活困窮） 令和 5年 3月 31 日

水道料金 1,126 件 28,151,783 円 第 6号（消滅時効） 令和 5年 3月 31 日

合計 1,128 件 28,794,216 円
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議案第４６号

令和４年度常陸大宮市一般会計歳入歳出決算の認定について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和４年度常陸大宮市一般会計歳入歳出決算を、別冊監査委員の意見を付けて議

会の認定に付する。

令和５年８月３１日提出

常陸大宮市長 鈴木 定幸
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議案第４７号

令和４年度常陸大宮市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定につい

て

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和４年度常陸大宮市国民健康保険特別会計歳入歳出決算を、別冊監査委員の意

見を付けて議会の認定に付する。

令和５年８月３１日提出

常陸大宮市長 鈴木 定幸
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議案第４８号

令和４年度常陸大宮市公営墓地特別会計歳入歳出決算の認定について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和４年度常陸大宮市公営墓地特別会計歳入歳出決算を、別冊監査委員の意見を

付けて議会の認定に付する。

令和５年８月３１日提出

常陸大宮市長 鈴木 定幸
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議案第４９号

令和４年度常陸大宮市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和４年度常陸大宮市介護保険特別会計歳入歳出決算を、別冊監査委員の意見を

付けて議会の認定に付する。

令和５年８月３１日提出

常陸大宮市長 鈴木 定幸

-21-



議案第５０号

令和４年度常陸大宮市戸別浄化槽整備事業特別会計歳入歳出決算の認定

について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和４年度常陸大宮市戸別浄化槽整備事業特別会計歳入歳出決算を、別冊監査委

員の意見を付けて議会の認定に付する。

令和５年８月３１日提出

常陸大宮市長 鈴木 定幸
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議案第５１号

令和４年度常陸大宮市温泉事業特別会計歳入歳出決算の認定について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和４年度常陸大宮市温泉事業特別会計歳入歳出決算を、別冊監査委員の意見を

付けて議会の認定に付する。

令和５年８月３１日提出

常陸大宮市長 鈴木 定幸
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議案第５２号

令和４年度常陸大宮市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和４年度常陸大宮市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を、別冊監査委員の

意見を付けて議会の認定に付する。

令和５年８月３１日提出

常陸大宮市長 鈴木 定幸
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議案第５３号

令和４年度常陸大宮市上水道事業会計利益の処分及び決算の認定につい

て

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、

令和４年度常陸大宮市上水道事業剰余金処分計算書のとおり利益の処分をする

ことについて議会の議決を求めるとともに、同法第３０条第４項の規定により、

令和４年度常陸大宮市上水道事業会計決算を、別冊監査委員の意見を付けて議

会の認定に付する。

令和５年８月３１日提出

常陸大宮市長 鈴木 定幸
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議案第５４号

令和４年度常陸大宮市下水道事業会計利益の処分及び決算の認定につい

て

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、

令和４年度常陸大宮市下水道事業剰余金処分計算書のとおり利益の処分をする

ことについて議会の議決を求めるとともに、同法第３０条第４項の規定により、

令和４年度常陸大宮市下水道事業会計決算を、別冊監査委員の意見を付けて議

会の認定に付する。

令和５年８月３１日提出

常陸大宮市長 鈴木 定幸
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議案第５５号

常陸大宮市屋内こどもの遊び場の設置及び管理に関する条例

常陸大宮市屋内こどもの遊び場の設置及び管理に関する条例を別紙のとおり

制定するものとする。

令和５年８月３１日提出

常陸大宮市長 鈴木 定幸

（提案理由）

子供の遊び場と子育て世代の交流の場を提供し、子育て環境の充実を図るこ

とを目的として、常陸大宮市屋内こどもの遊び場を設置するため、本条例を提

案するものです。
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常陸大宮市屋内こどもの遊び場の設置及び管理に関する条例

（趣旨）

第１条 この条例は，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２

第１項の規定に基づき，常陸大宮市屋内こどもの遊び場の設置及び管理に関

し必要な事項を定めるものとする。

（設置）

第２条 子供の遊び場と子育て世代の交流の場を提供し，子育て環境の充実を

図り，もって子育てしやすいまちづくりの実現に資するため，常陸大宮市屋

内こどもの遊び場（以下「こどもの遊び場」という。）を常陸大宮市下村田２

３８７番地に設置する。

（管理の基本）

第３条 こどもの遊び場は，常に良好な状態で管理し，その設置目的に応じて

最も効率的な運用をしなければならない。

（供用日等）

第４条 こどもの遊び場の供用日及び供用時間は，規則で定める。

２ 市長は，特別な理由があると認めるときは，供用日及び供用時間を臨時に

変更することができる。

（利用できる者の範囲等）

第５条 こどもの遊び場を利用できる者は，次のとおりとする。

（１） 児童（１２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者

をいう。以下同じ。）及び保護者等（児童の保護者又は同伴者であって

１８歳以上のものをいう。以下同じ。）

（２） 市長が必要と認めた者

２ 未就学児（６歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者をい

う。）がこどもの遊び場を利用するときは，保護者等が同伴しなければならな

い。

（使用料）

第６条 利用者は，別表に掲げるこどもの遊び場の利用に係る料金（以下「使

用料」という。）を納付しなければならない。

２ 市長は，公益上必要があると認めるときは，規則で定めるところにより，

使用料を減免することができる。

（入場の制限等）

第７条 市長は，こどもの遊び場に入場しようとする者又は現に入場している

者が，次の各号のいずれかに該当するときは，その入場を拒否し，若しくは

制限し，又は退去を命ずることができる。

（１） 公の秩序を乱し，又は善良な風俗を害するおそれがあるとき。
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（２） その他市長が不適当と認めるとき。

（原状回復義務等）

第８条 こどもの遊び場において，その施設及び備品等を損傷させ，又は滅失

させた者は，これを原状に回復し，又はその損害を賠償しなければならない。

（指定管理者による管理）

第９条 こどもの遊び場の管理は，法人その他の団体であって市長が指定する

もの（以下「指定管理者」という。）に行わせることができる。

２ 前項の規定によりこどもの遊び場の管理を指定管理者に行わせる場合は，

第４条第２項の規定にかかわらず，指定管理者は，あらかじめ市長の承認を

得て，こどもの遊び場の供用日及び供用時間を臨時に変更することができる。

３ 第１項の規定によりこどもの遊び場の管理を指定管理者に行わせる場合に

おいては，第５条第１項第２号及び第７条の規定中「市長」とあるのは「指

定管理者」と読み替えるものとする。

（指定管理者が行う業務）

第１０条 指定管理者は，次に掲げる業務（以下「指定管理業務」という。）を

行うものとする。

（１） こどもの遊び場の利用に関する業務

（２） こどもの遊び場の維持管理（市長が必要と認める事項に限る。）に関

する業務

（３） 前２号に掲げるもののほか，市長がこどもの遊び場の管理上必要と

認める業務

（管理の基準）

第１１条 指定管理者は，第３条に規定するもののほか，次に掲げる基準によ

り，指定管理業務を行わなければならない。

（１） 関係法令及び条例の規定を遵守し，適正な管理を行うこと。

（２） 平等かつ適正なサービスの提供を行うこと。

（３） こどもの遊び場の維持管理を適切に行うこと。

（４） 指定管理業務により取得した個人情報を適正に取り扱うこと。

（利用料金）

第１２条 第９条第１項の規定によりこどもの遊び場の管理を指定管理者に行

わせる場合は，第６条第１項の規定にかかわらず，指定管理者にこどもの遊

び場の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を当該指定管理者の収入

として収受させるものとする。

２ 利用料金は，別表に掲げる使用料の額の範囲内において，あらかじめ市長

の承認を得て，指定管理者が定める。

３ 指定管理者は，公益上必要があると認めるときは，あらかじめ市長の承認

を得て，利用料金を減免することができる。
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（委任）

第１３条 この条例に定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な事項は，

規則で定める。

附 則

この条例は，公布の日から起算して２月を超えない範囲内において規則で定

める日から施行する。

別表(第６条，第１２条関係)

備考 満１歳に満たない児童及び保護者等は，無料とする。

区分 使用料

児童（満１歳に満

たない者を除く。）

１人１回６０分 ５００円

延長料金３０分ごと ２００円
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議案第５６号

常陸大宮市火災予防条例の一部を改正する条例

常陸大宮市火災予防条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するもの

とする。

令和５年８月３１日提出

常陸大宮市長 鈴木 定幸

（提案理由）

対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱いに関す

る条例の制定に関する基準を定める省令（平成１４年総務省令第２４号）の一部

改正等に伴い、常陸大宮市火災予防条例（平成１６年大宮町条例第４７号）の一

部を改正する必要が生じたため、本条例を提案するものです。
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常陸大宮市火災予防条例の一部を改正する条例

常陸大宮市火災予防条例（平成１６年大宮町条例第４７号）の一部を次のよう

に改正する。

第１１条第１項第３号の２中「キュービクル式のものにあっては，」を削る。

第１１条の２第１項第４号中「雨水等の侵入」を「その筐体は雨水等の浸入」

に改める。

第１３条第１項を次のように改める。

蓄電池設備（蓄電池容量が１０キロワット時以下のもの及び蓄電池容量が

１０キロワット時を超え２０キロワット時以下のものであって蓄電池設備の

出火防止措置及び延焼防止措置に関する基準（令和５年消防庁告示第７号）第

２に定めるものを除く。以下同じ。）は，地震等により容易に転倒し，亀裂し，

又は破損しない構造とすること。この場合において，開放形鉛蓄電池を用いた

ものにあっては，その電槽は，耐酸性の床上又は台上に設けなければならない。

第１３条第３項を次のように改める。

３ 第１項に規定するもののほか，屋外に設ける蓄電池設備（柱上及び道路上に

設ける電気事業者用のもの，蓄電池設備の出火防止措置及び延焼防止措置に

関する基準第３に定めるもの並びに消防長等が火災予防上支障がないと認め

る構造を有するキュービクル式のものを除く。）にあっては，建築物から３メ

ートル以上の距離を保たなければならない。ただし，不燃材料で造り，又は覆

われた外壁で開口部のないものに面するときは，この限りでない。

第１３条第４項中「第２項並びに本条第１項」を「第１１条の２第１項第４号」

に改める。

第４４条第１３号中「蓄電池設備」の次に「（蓄電池容量が２０キロワット時

以下のものを除く。）」を加える。

別表第３厨房設備の項を次のように改める。

厨房

設備

気体

燃料

不燃

以外

開放

式

組込型

こ ん

ろ・グ

リル付

こ ん

ろ・グ

14kW
以下

100 15
注

15 15
注

注:機器本
体上方の

側方又は

後方の離

隔距離を

示す。
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リドル

付こん

ろ，キ

ャビネ

ット型

こ ん

ろ・グ

リル付

こ ん

ろ・グ

リドル

付こん

ろ

据置型

レンジ

21kW
以下

100 15
注

15 15
注

不燃 開放

式

組込型

こ ん

ろ・グ

リル付

こ ん

ろ・グ

リドル

付こん

ろ，キ

ャビネ

ット型

こ ん

ろ・グ

リル付

こ ん

ろ・グ

リドル

付こん

ろ

14kW
以下

80 0 － 0

据置型

レンジ

21kW
以下

80 0 － 0
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附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和６年１月１日から施行する。

固体

燃料

不燃

以外

木炭

を燃

料と

する

もの

炭火焼

き器

－ 100 50 50 50

不燃 木炭

を燃

料と

する

もの

炭火焼

き器

－ 80 30 － 30

上記に分類され

ないもの

使用温

度が

800℃
以上の

もの

－ 250 200 300 200

使用温

度が

300℃
以上

800℃
未満の

もの

－ 150 100 200 100

使用温

度が

300℃
未満の

もの

－ 100 50 100 50
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（経過措置）

２ この条例の施行の際現に設置されている燃料電池発電設備，変電設備，内燃

機関を原動力とする発電設備及びこの条例による改正後の常陸大宮市火災予

防条例（以下「新条例」という。）第１３条第１項に規定する蓄電池設備（附

則第４項に掲げるものを除く。）（以下この項において「燃料電池発電設備等」

という。）又は現に設置の工事中である燃料電池発電設備等のうち，新条例第

１１条第１項第３号の２（新条例第８条の３第１項及び第３項，第１１条第３

項，第１２条第２項及び第３項並びに第１３条第２項及び第４項において準

用する場合を含む。）の規定に適合しないものについては，この規定にかかわ

らず，なお従前の例による。

３ この条例の施行の際現に設置され，又は設置の工事がされている新条例第

１３条第１項に規定する蓄電池設備（次項に掲げるものを除く。）のうち，同

条の規定に適合しないものについては，この規定にかかわらず，なお従前の例

による。

４ 新条例第１３条第１項に規定する蓄電池設備に新たに該当することとなる

もののうち，この条例の施行の際現に設置されているもの及びこの条例の施

行の日から起算して２年を経過する日までの間に設置されたもので，同条の

規定に適合しないものについては，当該規定は，適用しない。
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議案第５７号

常陸大宮市交通安全対策等基金条例等を廃止する条例

常陸大宮市交通安全対策等基金条例等を廃止する条例を別紙のとおり制定する

ものとする。

令和５年８月３１日提出

常陸大宮市長 鈴木 定幸

（提案理由）

低金利が長期化している現状を踏まえ、一般財源を原資に果実運用型基金とし

て設置した「交通安全対策等基金」、「文化振興基金」及び「ふるさと水と土保全

対策基金」を廃止するとともに、今後の活用が見込まれない「宅地開発基金」を

廃止し、基金残高の有効活用を図るため、本条例を提案するものです。
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常陸大宮市交通安全対策等基金条例等を廃止する条例

次に掲げる条例は，廃止する。

（１） 常陸大宮市交通安全対策等基金条例（昭和６０年大宮町条例第４号）

（２） 常陸大宮市文化振興基金条例（平成３年大宮町条例第１３号）

（３） 常陸大宮市ふるさと水と土保全対策基金条例（平成７年大宮町条例第

２４号）

（４） 常陸大宮市宅地開発基金条例（平成１６年大宮町条例第１４０号）

附 則

この条例は，令和５年１０月１日から施行する。
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議案第５８号

工事請負契約の締結について

第 05-09-130-0-005 号本庁舎外壁等改修工事について、下記のとおり請負契

約を締結するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５

号の規定により、議会の議決を求める。

記

１ 工事番号及び工事名

第 05-09-130-0-005 号

本庁舎外壁等改修工事

２ 契約の方法

一般競争入札による契約

３ 契 約 金 額

一金１５２，０１２，３００円

４ 契約の相手

茨城県ひたちなか市相金町１１番地１

株式会社大須賀工務店

代表取締役 大須賀 和裕

令和５年８月３１日提出

常陸大宮市長 鈴木 定幸
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議案第５９号

訴えの提起について

下記のとおり共有物分割請求事件に関する訴えを提起するため、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により、議会の議決

を求める。

記

１ 訴えの相手方

２ 訴えの趣旨

市道２－１７号線道路用地の土地について、民法（明治２９年法律第８９号）

第２５８条第１項の規定により、全面的価格賠償の方法による共有物の分割

及び共有物分割を原因とする持分全部移転登記手続を求める。

３ 訴えの理由

本件土地は共有名義であり、市のほかに持分を所有する相手方に対し買取

りを求めてきたが、協力が得られず、市の単独名義にすることが困難な状況で

あるため、訴えによって共有物の分割に関する問題を解決する。

４ 授権事項

（１） 訴えの取下げ、和解、請求の放棄又は認諾

（２） 控訴、上告又はその取下げ

（３） その他請求の内容を実現するため必要な裁判上の行為

住 所 氏 名

●●●●●●●●●●●● ●● ●●

●●●●●●●●●●●● ●● ●●

●●●●●●●●●●●● ●● ●●

●●●●●●●●●●●● ●● ●●

●●●●●●●●●●●● ●● ●●
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５ 訴えの対象物件

令和５年８月３１日提出

常陸大宮市長 鈴木 定幸

（提案理由）

共有名義土地の分割を求める訴えを提起するため、提案するものです。

所在地 地目 地積（㎡）

常陸大宮市野上字行屋１６９９番 原野 ７，２１９
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議案第６０号

指定管理者の指定について

指定管理者の指定について、下記のとおり指定するため、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求め

る。

記

１ 指定管理者に管理を行わせる公の施設

常陸大宮市下村田２３８７番地

常陸大宮市屋内こどもの遊び場

２ 指定管理者に指定する団体

常陸大宮市下村田２３８７番地

常陸大宮街づくり株式会社

代表取締役 岡崎 信幸

３ 指定の期間

常陸大宮市屋内こどもの遊び場の設置及び管理に関する条例の施行の日

から令和８年３月３１日まで

令和５年８月３１日提出

常陸大宮市長 鈴木 定幸
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議案第６５号

固定資産評価審査委員会委員の選任について

下記の者を固定資産評価審査委員会委員に選任したいので、地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により議会の同意を求める。

記

住 所 常陸大宮市●●●●●●

氏 名 相田 寿美

●●年●●月●●日生

令和５年８月３１日提出

常陸大宮市長 鈴木 定幸

（提案理由）

固定資産評価審査委員会委員 井野上 猛 氏が令和５年９月２７日で任期満

了となることから、新たに 相田 寿美 氏を固定資産評価審査委員会委員に選

任したいため、提案するものです。
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議案第６６号

固定資産評価審査委員会委員の選任について

下記の者を固定資産評価審査委員会委員に選任したいので、地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により議会の同意を求める。

記

住 所 常陸大宮市●●●●●●

氏 名 鈴木 史彦

●●年●●月●●日生

令和５年８月３１日提出

常陸大宮市長 鈴木 定幸

（提案理由）

固定資産評価審査委員会委員 木村 悟 氏が令和５年９月２７日で任期満了

となることから、新たに 鈴木 史彦 氏を固定資産評価審査委員会委員に選任

したいため、提案するものです。
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議案第６７号

人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて

下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦したいので、人権擁護委員法（昭

和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により議会の意見を求める。

記

住 所 常陸大宮市●●●●●●

氏 名 廣木 なほ子

●●年●●月●●日生

令和５年８月３１日提出

常陸大宮市長 鈴木 定幸

（提案理由）

人権擁護委員 廣木 なほ子 氏が令和５年１２月３１日で任期満了となるこ

とから、引き続き同氏を人権擁護委員として法務大臣に推薦したいため、提案

するものです。
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